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１．改正の必要性 
 
 関税定率法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第１７号。以下「改正法」と

いう。）において、税関長が、輸出を禁じる貨物（以下「輸出禁制品」という。）に該

当するかどうかを認定する手続を関税法に新設する改正が行われた（平成１８年６月

１日施行）。また、意匠法等の一部を改正する法律（平成１８年法律第５５号）にお

いても、特許法等において、これまで物を生産、使用、譲渡、輸入する行為を発明の

実施としてきたところ、輸出する行為についても発明の実施として取り扱うための改

正が行われ（平成１９年１月１日施行）、さらに、特許権者等の権利者が、輸出禁制

品について税関長に対して行う手続について、輸入を禁じる貨物（以下「輸入禁制品」

という。）についての手続と同様、弁理士が代理できるように、弁理士法（平成１２

年法律第４９号）の一部改正が行われ、政令へ委任する規定が新設された（平成１９

年１月１日施行）。 
また、上記のとおり輸出禁制品に係る手続が関税法に追加されたことにより、税関

長が、輸入禁制品に該当するかどうかを認定する手続を規定した部分（関税法第６９

条の９～第６９条の１７）について、条項の移動が行われることとなった。 
 
 したがって、上記弁理士法の一部改正を踏まえ、弁理士法施行令（平成１２年政令

第３８４号）第１条に、輸出禁制品について税関長に対して行う手続について弁理士

が代理するために必要となる規定を新たに追加する必要がある。また、同条には、関

税法において、条項の移動が行われた輸入禁制品に関する規定が引用されていること

から、条項の移動に伴う規定の整理を行う必要がある。 
 
 
２．改正の内容 
  
 改正法附則第１３条の規定により、輸出禁制品について税関長に対して行う手続に

ついて、新たに弁理士が代理できることとされ、弁理士法第４条第２項第１号に、輸

出禁制品に係る規定である関税法第６９条の３第１項及び第６９条の４第１項が新

たに追加された。 
 したがって、今般の改正では、輸入禁制品と同様、輸出禁制品について税関長に対

して行う手続である以下の事務について、弁理士が代理できる手続として弁理士法施

行令第１条に新たに規定することとする。 
（ニ）税関長の通知の受領（関税法第６９条の３第１項） 
（ホ）特許庁長官に意見を聴くことを求める手続（関税法第６９条の７第１項） 
（ヘ）証拠の提出手続、意見の陳述手続（関税法施行令第６２条の２第１項及び第２

項並びに第６２条の１１第３項） 
 



また、現行弁理士法施行令第１条は、関税法において、条項の移動が行われた輸入

禁制品に関する規定（関税法第６９条の９及び第６９条の１４）を引用していること

から、これらの規定を整理する。 
 
 
３．施行期日等 
 公  布 平成１８年９月２１日 
 施  行 平成１９年１月１日 
 


